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平成 28年９月７日 
 

公募内容に関する質問及び回答について 

「サテライトオフィス＠宮古島」誘致に向けた可能性調査委託業務に係る質問事項について、次のとおり回答します。 

 

番号 受付日 
募集要領または仕様書の 

該当箇所 
質問内容 回答 

１ ９月５日 

【募集要領】 

5-(1)⑨業務実施体制 

 宮古島市に本店を置く株式会社Ａ社（以下「Ａ社」

という。）の他、宮古島に事業所を置く株式会社Ｂ社

（以下「Ｂ社」という。）を経営しております。 

 実績・経営規模ともに大きいＢ社で応募した際、

事務業務を円滑に進めるためＡ社の社員を、Ｂ社に

出向扱いとしてＡ社と雇用契約を結び業務を遂行す

ることは問題ないでしょうか。 

 Ａ社及びＢ社間の雇用契約内容について分かりかねま

すが、業務遂行に必要な実施体制と判断される場合、法令

等に抵触するような雇用形態でなければ、特に問題はあり

ません。 

 雇用する人員が業務執行体制における管理責任者また

は専任担当者となられる場合、業務遂行が十分に果たせる

役職や技術を有する方をご選定ください。 

 また、経費見積においては、出向者の人件費単価につい

ても適切にご明示ください。 

【仕様書】 

5-(1)基礎調査と現状分析 
 基礎調査は何件以上必要などありますか。 

 特に件数の指定はありません。 

 本業務の目的を勘案した上で、現状分析が十分に可能と

考えられる件数を判断し、ご提案ください。 

【仕様書】 

5-(2)意向調査業務 

 調査対象は情報通信関連企業のみでしょうか。先

進事例である神山町や福岡県のようなクリエイティ

ブ系事業者全般をターゲットとしても問題ないでし

ょうか。 

 クリエイティブ産業がどのような形態を想定している

のか、ご質問内ではわかりかねますが、本業務は「ＩＣＴ

を活用したしごとづくりによる地域活性化」を目的として

いるため、ＩＣＴを用いた企業誘致・立地等を促進する観

点で効果的な調査対象であると考えられるならば、ご提案

いただいて構いません。 
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番号 受付日 
募集要領または仕様書の 

該当箇所 
質問内容 回答 

２ ９月６日 

【仕様書】 

全般 

 本事業においてはＩＣＴ・情報通信関連企業が主

たる対象であると認識していますが、その他の業種

は候補となり得ますか。１ページ目の「目的」にあ

る「ＩＣＴを活用したしごとづくり」の定義や想定

内容があれば教えてください。 

 本業務における「ＩＣＴを活用したしごと」とは、主に

次の業務に係る情報通信関連企業を想定しています。 

①情報記録物（新聞、書籍等の印刷物を除く。）の製造業 

②電気通信業 

③映画、放送番組その他映像又は音声その他の音響により   

 構成される作品であって録画され、又は録音されるもの 

 の制作の事業 

④放送業（有線放送業を含む。） 

⑤ソフトウェア業 

⑥情報処理・提供サービス業 

⑦インターネット付随サービス業 

⑧情報通信技術利用事業 

 但し、これら以外にも、離島にある本市においても地理

的不利性を克服できる情報通信関連企業の業務があると

考えられれば、ご提案いただいて構いません。 

【仕様書】 

5-(2)意向調査業務 

 県外の情報通信関連企業 100 社以上に対してアン

ケートを実施するとありますが、この数は調査対象

母数ですか、それとも回答企業数ですか。 

 調査対象母数としております。 

【仕様書】 

5-(2)意向調査業務 

 意向調査をする手法の指定はありますか。 

（調査票郵送、Webアンケート、電話ヒアリング、訪

問面談など） 

 調査票郵送での手法を想定しておりますが、同様の効果

を得られる調査手法があるならば、ご提案いただいて構い

ません。 

 但し、各事業者ごとに直接訪問面談を行うような、相当

に経費を要する調査手法については想定しておりません。 
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番号 受付日 
募集要領または仕様書の 

該当箇所 
質問内容 回答 

３ ９月６日 

【募集要領】 

5-(1)⑪経費見積書 

 

【仕様書】 

5-(4)検討委員会での報告 

 委員会開催の際の委員への謝金については、委託

費に含まれるのでしょうか。市が設置する 3 回の検

討委員会委員への謝金について、募集要項の経費見

積もりの項目に記載がありませんでしたので質問い

たします。 

 また、委員会の構成員や人数の定めがあればお教

え願います。 

 委員会の運営は本市で行うため、本業務においては委員

への謝金を委託費に含んでおりません。 

 そのため、構成員の選定や人数についても、本市で検討

することとなります。 

 


